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鴨川市附属機関等の設置及び運営等に関する指針 

 
平成 17 年７月４日 

 
１ 趣旨 

  本市における附属機関等の機能の充実及び合理化等による行財政運営の効率化を図るとともに、

市政への市民参画の促進及び公正でより開かれた市政の実現に資するため、「鴨川市附属機関等

の設置及び運営等に関する指針」を定めるものとする。 
 
２ 定義 

  この指針において、「附属機関等」とは、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第

３項の規定に基づき、法律又は条例により設置するもののほか、市政に対する市民の意見の反映

や、専門知識の導入等を目的として設置するものをいう。 
 
３ 鴨川市附属機関等の設置及び運営等に関する指針についての基本姿勢 

  この指針は、附属機関等の新たな設置、附属機関等の見直し、委員の選任、委員の公募、そし

て会議の公開について、基本的な考え方を示すものであり、本市における附属機関等の設置及び

運営等に関しては、他に特別な定めのあるもののほか、本指針によることとするものである。 

 

４ 附属機関等の設置及び運営等に関する基本指針 

  附属機関等の設置及び運営等に関する基本指針として、以下のとおり定めるものとする。 

 ⑴ 附属機関等の新たな設置 

   附属機関等の新たな設置に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

  ① 設置目的及び所掌事務が他の附属機関等と重複又は類似していないか、また、真に必要な

ものかどうかを十分に精査の上、設置するものとする。 

  ② 可能な限り、その設置期間を明示するものとする。 

 ⑵ 附属機関等の見直し 

   既に設置されている附属機関等については、旧鴨川市と旧天津小湊町との合併の際、その必

要性を十分検討した上で設置されているものであるが、将来において次のいずれかに該当する

ものについては、廃止又は統合を検討するものとする。なお、今後新たに設置した附属機関等

についても同様とする。 

  ① １年以上、会議が開催されていないもの 

  ② 目的が既に達成されているもの 

  ③ 社会経済情勢や市民ニーズの変化等により設置の必要性が低下してきたもの 



 - 2 - 

  ④ 他の行政手段により代替可能なもの 

  ⑤ その他行政の総合性の確保、簡素・効率化の見地から統合が望ましいもの 

 ⑶ 委員の選任 

   附属機関等の委員の選任については、当該附属機関等の設置目的を踏まえて、次の事項に留

意するものとする。なお、既に委員を選任している附属機関等については、次の委員改選時か

ら適用するものとする。 
  ① 委員数は、原則として 10 名以内とする。ただし、特に法令に定めがある場合は、この限り

でない。 

  ② 附属機関等の機能が十分に発揮されるよう、広く各界各層及び幅広い年齢層の中から適切

な人材を選任するものとする。 

  ③ 積極的に女性の意見を市政に反映するため、女性の登用についてはそれぞれの附属機関等

における割合が 30％以上になるよう努めるものとする。 

  ④ 一の附属機関等における市議会議員の委員数は、議員から選出されるもの及びあて職によ

るものの如何にかかわらず、原則として３名以内とする。 

  ⑤ 市職員（特別職を含む。）は、特に法令に定めがあるもののほか当該附属機関等の不可欠な

構成要素である場合を除き、委員に選任しないものとする。 
  ⑥ 委員の在任期間は、通算して 10 年を超えないものとする。ただし、専門的な知識・経験を

有する者が他に得られない場合など、特別の事情があると認められる場合は、この限りでな

い。 
  ⑦ 同一の者を委員として選任できる附属機関等の数は、原則として３機関までとする。ただ

し、専門的な知識・経験を有する者が他に得られない場合など、特別の事情があると認めら

れる場合は、この限りでない。 
 ⑷ 委員の公募 
   政策等の意思形成段階からの積極的な市民参画を促進させ、附属機関等のより公正な運営を

図るため、委員の選任にあたっては可能な限り公募の方法によることとする。 

   また、公募により選任する委員の数は、特に定めのある場合を除くほか、附属機関等の委員

定数の２割以上となるよう努めるものとする。 

   なお、委員の公募は附属機関等の設置目的、審議内容等を十分勘案した上で行うこととし、

その取扱いは、鴨川市附属機関等の委員の公募に関する実施要領（平成 17 年７月４日制定）の

定めるところによる。 
 ⑸ 会議の公開 
   附属機関等の運営の透明性を確保し、より開かれた市政を実現するために、原則として会議

を公開するものとする。ただし、会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著し

い支障が生ずると認められる場合は、当該会議を公開しないこととし、その場合は、会議を公
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開しない理由を明らかにすることとする。 
   なお、附属機関等の会議の公開及び運営等については、鴨川市附属機関等の会議の公開に関

する実施要領（平成 17 年７月４日制定）の定めるところによる。 
 
５ その他 

  本指針に基づき取り組むこととした事項については、適宜、その実施状況について市民に公表

するものとする。 

 

６ 施行期日 

  この指針は、平成 17 年７月４日から施行する。 


